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◎様々な担い手（市民・事業者・社会福祉協議会・行政）

が集まって、地域の福祉課題（困りごと）を把握し、そ

の解決のために「自分たちにできること」「みんなで協力

してできること」などを考えること 

◎課題の解決に向けて、様々な担い手が協力しながら実際 

に取り組むこと 

第１章 計画策定にあたって 
 

第１節 地域福祉に求められるもの 
 

１．地域福祉とは 
 

地域福祉とは、子どもから高齢者まで、障害の有無等に関わらず、住み慣れた地域で自分

らしく幸せに暮らしたいという、全ての人の願いを実現するための考えや、取り組みのこと

をいいます。 

 

□■地域福祉とは 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

□■地域福祉における担い手と役割のイメージ 
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をををを支支支支えるえるえるえる    

    

自治会自治会自治会自治会    
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【市⺠】 
・顔の見える関係をつくる 

・つながりをつくる 

・地域の活動に参加する 

 

    

総合総合総合総合的的的的なななな地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動のののの下支下支下支下支え・え・え・え・公的公的公的公的サービスのサービスのサービスのサービスの提供提供提供提供    
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２．「自助」「近助」「共助」「公助」で進める地域福祉 
 

地域には、高齢者、障害のある人、子育てや介護で悩んでいる方等様々な人が生活し、多

くの悩みや課題を抱えています。しかし、その全てを個人や家族、あるいは公的なサービス

だけで適切に対応していくことは困難となっています。 

このような多種多様な生活課題を解決するには、個人で解決することを考え対応する「自

助」、家族や隣近所等でお互いに助け合う「近助」、地域で組織的に支え合う「共助」、行政

等が行う公的支援や福祉サービスで解決する「公助」の連携・協働により、地域で助け合い・

支え合えるしくみを構築することが必要です。 

 

□■「自助」「近助」「共助」「公助」と地域福祉計画の関係図 
 

 
 
 

    自助自助自助自助（自分） 近近近近助助助助（家族・隣近所） 共助共助共助共助（地域） 公助公助公助公助（行政） 
     
     

     

     

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

地域住民と行政の相互協力（協働）の領域 

身近な人間関係の 

中での自発的な 

助け合い・支え合い 

地域で暮らす人・ 

活動団体・行政等の 

協働による、制度化 

された組織的な 

助け合い・支え合い 

自発的に生活課題を

解決する力 

自助・近助・共助でも

支えることができない

課題に対する 

最終的な制度 

・健康診断受診 

・介護予防活動 

・住民活動 

・ボランティア活動 

・高齢者福祉事業 

 （一般財源による） 

・生活保護 

・地域包括ケア  

システム    

区分 

費用負担に 

よる区分 

自分 

（市場サービスの購入） 

費用負担は制度的に 

裏付けられていない 

自発的なもの 

税による公の負担 

主な 

取り組み 

考え方 

介護保険等、リスクを

共有する仲間（被保険

者）の負担 

地域福祉においては、現在「自助」「互助」「共助」「公助」による推進という考え方が

主流となっていますが、南国市では地域包括ケアシステム

※

で示されている「互助」につ

いて、より隣近所でお互いに助け合うことを強調するため、「近助」とします。 

自分でできることは自分でする「自助」、地域でできることは地域でする「共助」、「自

助」でも「共助」でもできないことを公共が支える「公助」。これに、家族や隣近所で相

互に助け合う「近助」を加えた４つの「助」の連携により、南国市は実情に応じた地域福

祉を推進していきます。 

 

南国市独自の「近助」の考え方について 

 

TTTTopicopicopicopic    

※地域包括ケアシステム：高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた 

地域で生活を継続することができるような包括的な支援・サービス提供体制の構築を目指すケアシステム 

  ・社会保険 

制度（介護サービス） 
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第２節 計画策定の背景 
 

１．国の動向 
 

地域福祉に関する国の動きとしては、平成 12 年に「社会福祉事業法」が「社会福祉法」

に改められ、この法律の中で『地域福祉の推進』が初めて明確に位置づけられました。 

さらに、「介護保険法」が施行されたことをはじめとして、従来の福祉サービスは措置制

度から契約制度へと移行し、利用者がサービスを選択し、契約に基づいてサービスを利用す

るしくみとなっています。 

各種法制度が整備され、子どもや障害のある人、高齢者等を対象とする福祉サービスが充

実していく一方で、従来の分野別の福祉では対応できない地域の問題や、制度の狭間と言わ

れる複雑な生活課題も顕著化しています。また、少子高齢化と増大する社会保障費の問題を

背景に、国の社会保障制度全体の在り方が見直され、地域で助け合い、支え合える関係づく

りやしくみの構築が、ますます重要となっています。 

 

 

□■福祉に関する国の主な動向 

 国 の 動 き 

平成 24 年 

・厚生労働省通知「地域において支援を必要とする者の把握及び適切な支

援のための方策等について」（孤立死の防止対策等について） 

・障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 

・社会保障・税の一体改革大綱決定 

平成 25 年 

・障害者総合支援法（障害者自立支援法の改正） 

・社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告書 

・生活困窮者自立支援法 

・子どもの貧困対策の推進に関する法律 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

・健康日本 21（第２次）計画策定 

・社会保障制度改革国民会議報告書 

平成 26 年 

・厚生労働省通知「生活困窮者自立支援方策について市町村地域福祉計画

及び都道府県地域福祉支援計画に盛り込む事項」 

・「規制改革実施計画」にて全ての社会福祉法人に対して社会貢献活動の

実施が義務付け 

平成 27 年 ・子ども・子育て支援新制度の導入 

平成 28 年 

・障害者差別解消法 

・障害者総合支援法の一部改正 

・社会福祉法の一部改正 
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今や誰もが生活困窮に至る 
リスクに直面する時代へ・・・    

 

○生活保護受給者等の増加 

○雇用状況の変化（非正規雇用労

働者の増加） 

○ニート・ひきこもり等、人間関係が

構築できずに困窮状態に至る人の

増加 

 

 

 
２．考慮すべき国の施策 
 

「第２次南国市地域福祉計画・地域福祉活動計画」については、地域福祉を取り巻く制度

や施策の改正等の中でも、特に考慮すべき下記の事項を踏まえ策定します。 

 

（１）⽣活困窮者⾃⽴⽀援⽅策の位置づけ 
生活保護受給者等、生活に困窮する人の増加を背景に、生活を重層的に支えるセーフティ

ネットの構築が必要となっています。こうした状況に対応するため、平成 25年 12月、生活

困窮者自立支援法が成立し、平成 27年４月から施行されました。 

また、国からの通知により「生活困窮者自立支援方策について市町村地域福祉計画及び都

道府県地域福祉支援計画に盛り込む事項」が示され、地域福祉計画に生活困窮者自立支援方

策を位置づけることが求められています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）社会福祉法人の「地域における公益的な取り組み」実施の責務 
社会福祉法人は、民間の社会事業を運営する者を前身とし、公益性の高い社会福祉事業を

担う公益法人の特別法人として位置づけられており、こうした社会福祉法人本来の役割を果

たすことを求める観点から、平成 26 年６月に閣議決定された「規制改革実施計画」におい

て、全ての社会福祉法人に社会貢献活動の実施を義務付けました。 

また、平成 27 年４月３日に閣議決定された「社会福祉法等の一部を改正する法律案」に

おいて、「社会福祉法人は、社会福祉事業及び第 26 条第１項に規定する公益事業を行うにあ

たっては、日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額な料金で、

福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならない。」（改正後の社会福祉法第 24

条第２項）と規定し、「地域における公益的な取り組み」を実施することを責務として規定

しました。 

生活保護に至る前の支援の抜本的強化へ 
 

 

 

「生活困窮者」とは 
○生活保護受給者以外の生活困窮者 

○複合的な課題を抱え、「制度の狭間」に置かれてきた人たち（失業者、多重債務者、ホームレ

ス、ニート、ひきこもり、高校中退者、障害が疑われる人、矯正施設出所者 等） 

 

社会保険制度・労働保険制度 
（安定的雇用が土台） 

１ 

生活保護 ３ 

生活困窮者支援 
 

２２２２    

第２の 

セーフティネット 

構築 
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（３）災害対策基本法の改正 

「災害対策基本法」とは、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、社会

の秩序の維持と公共の福祉の確保を目的として昭和 36 年に制定されました。未曾有の被害

をもたらした東日本大震災の教訓を踏まえ、平成 24年、平成 25年に大幅な見直しが行われ

ています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）社会保障制度改⾰推進法の成⽴ 
「社会保障制度改革推進法」とは、持続可能な社会保障制度を確立するために、公的年金・

医療保険・介護保険・少子化対策の各分野における社会保障制度改革の基本方針や、改革に

必要な事項を審議する社会保障制度改革国民会議の設置について定めた法律で、平成 24 年

８月に成立しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

改正のポイント 
○避難行動要支援者名簿の作成を市町村に義務付けるとともに、避難行動要支援者本人

からの同意を得て、平常時から地域の支援者への情報提供の実施 

○災害が発生、または発生のおそれが生じた場合には、本人の同意の有無に関わらず、避

難行動要支援者名簿に記載された情報を地域の支援者に提供 

○国、地方公共団体とボランティアの連携を促進し、平素からの防災への取り組みを強化 

○住民の責務として災害教訓の伝承、防災教育の強化等、地域の防災力を向上 

 等  

社会保障と税の一体改革 
    

○少子高齢化の進行等により、社会保

障費は急激に増加 

○社会保障制度を全ての世代が安心し

て利用できるようにするために、財政と

しくみの両面を安定させる 

○消費税の引き上げによる増収分を全

て社会保障の財源に充てる 

全世代対応型の社会保障へ 
    

年 金・・・現行制度の改善 

医療・介護 ・・・医療保険制度の安定化、 

地域包括ケアシステムの 

構築 等 

子 育 て ・・・子ども・子育て支援の充実 
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在宅医療・介護の連携在宅医療・介護の連携在宅医療・介護の連携在宅医療・介護の連携    

通院・入院 通所・入所 

訪問 

自治会、ボランティア、

NPO 等 

生きがい、社会参加 

住まい 

介護 

生活支援・介護予防 

・地域包括支援センター 

・在宅介護支援センター 

・ケアマネジャー 

かかりつけ医 

 
 

（５）障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の施⾏ 
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（通称：障害者差別解消法）」は、障

害を理由とする差別の解消の推進に関する具体的な事項、行政機関等及び民間事業者におけ

る障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めることによって差別を解消し、それ

により全ての国民が、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指し、

平成 25年６月に制定されました。（施行は一部の附則を除き平成 28年４月１日） 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

（６）地域包括ケアシステムの推進 
地域包括ケアシステムとは、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもと、可能な

限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住ま

い・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供する地域の包括的な支援・サービス提供体

制のことです。団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、地域包括ケアシステムの

構築が推進されています。 

住み慣れた地域で生活を送る高齢者の多様な生活ニーズに応えられるしくみをつくるた

めには、住民を含む多様な主体と市が協働しながら地域全体を支え合う体制を整えることが

非常に重要となります。 

 

□■2025 年の地域包括ケアシステムの姿 

 
 
 
 
 
 
 

 
    

    

    

    

    

    

    

    

 

医療 

相談業務やサービスのコーディ

ネートを行います。 

地域包括ケアシステム

は、おおむね 30 分以

内に必要なサービスが

提供される日常生活

圏域を単位として想定 

障害者差別解消法とは 
○障害を理由とする不当な差別的取扱いによる障害者の権利侵害の禁止 

○社会的障壁を取り除くための合理的な配慮の実施義務 

○行政機関等は、差別や権利侵害を防止するための啓発や周知のための取り組みを実施 
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３．県の動向 
 

県では、社会福祉法第 108 条に規定する「都道府県地域福祉支援計画」として、平成 28

年３月に「第１期高知県地域福祉支援計画」を改定した「第２期高知県地域福祉支援計画」

を策定しました。第１期計画に引き続き、第２期計画においても、『日本一の健康長寿県構

想』を掲げ、市町村の地域福祉の推進を支援し、県民誰もが住み慣れた地域で安心して暮ら

せる『高知型福祉』の実現を目指し、取り組みを一層推進しています。 

 

 
４．市の動向 
 

南国市（以下、「本市」という。）では、平成 23 年に市内各地区で『地区支えあいづくり

座談会』を実施するなど、地域の様々な福祉に関する課題や解決策を話し合い、平成 24 年

３月に『みんなァ！！』をキャッチフレーズに、地域におけるつながりや支え合いの再構築

を目指し、「南国市地域福祉計画（第１次計画）」を策定しました。 

また、南国市社会福祉協議会（以下、「社会福祉協議会」という。）では、平成 23 年に市

内各地区で『住民座談会』や『作業部会』を実施するなど、様々な人から地域福祉の現状や

課題についての“声”や“意見”を収集し、平成 24 年３月に安全・安心な福祉のまちづく

りを進めていくことを目的に「～南国市地域福祉活動計画～南国市みんなァの福活プラン」

を策定しました。 

市、社会福祉協議会ともに、それぞれ策定した計画に基づき、国の動向や地域の実情を踏

まえ、地域福祉の推進に取り組んできました。 
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第３節 計画の位置づけ 
 

１．「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」の関係 
 

「地域福祉計画」は、社会福祉法第 107 条に基づき市町村が策定する「市町村地域福祉計

画」であり、地域福祉を推進していくための理念やしくみをつくり、総合的な方向性を示す

ものです。 

「地域福祉活動計画」は、社会福祉協議会が中心となって取り組み、様々な主体が相互に

協力して、地域福祉実践のための具体的な取り組みを示す、民間の活動・行動計画です。 

本市では、「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」は、連携を図りながらも別々に策定

していましたが、「第２次南国市地域福祉計画・地域福祉活動計画」（以下、「本計画」とい

う。）では、社会福祉の理念と具体的な取り組みを整理し、より実践的な活動へとつなげる

ため、両計画を一体的に策定することとしました。 

 

□■「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」のイメージ 

 

 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

□■社会福祉法（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市町村地域福祉計画） 

第 107 条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定め

る計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定し、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活

動を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、その内

容を公表するよう努めるものとする。   

１  地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項  

２  地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項  

３  地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

理念やしくみを 

つくる計画 

    
地域福祉計画 地域福祉活動計画 

具体的な取り組み

を示す計画 
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２．関連計画との整合性 
 

本計画は、市の最上位計画である「総合計画」や「高齢者福祉計画」「障害福祉計画」「障

害者基本計画」「子ども・子育て支援事業計画」等の関連計画との整合性を図りながら策定

しました。 

 

□■上位計画・関連計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次南国市総合計画 

第第 第第
２２ ２２

次
南

国
市

次
南

国
市

次
南

国
市

次
南

国
市

地
域

地
域

地
域

地
域

福
祉

福
祉

福
祉

福
祉

活
動

活
動

活
動

活
動

計
画

計
画

計
画

計
画

    
（

南
国

市
社

会
福

祉
協

議
会

）
 

連携・ 

一体策定 

第
２

期
高

知
県

地
域

福
祉

支
援

計
画

（
県

）
 

支援 

第２第２第２第２次南国市次南国市次南国市次南国市地域地域地域地域福祉計画福祉計画福祉計画福祉計画    

そ
の

他
関

連
計

画
 

第
３

次
食

育
推

進
計

画
 

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
事

業
計

画
 

第
４

期
障

害
福

祉
計

画
 

新
な

ん
こ

く
フ

ラ
イ

ト
・

プ
ラ

ン
（

第
３

次
障

害
者

基
本

計
画

）
 

男
女

共
同

参
画

推
進

計
画

 

第
２

期
健

康
な

ん
こ

く
 

 
計

画
（

第
２

期
健

康
増

進
計

画
）

 

高
齢

者
福

祉
計

画
及

び
介

護
保

険
事

業
計

画
（

第
６

期
）

 

21 
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第４節 計画の期間 
 

本計画は、現在の社会情勢や地域環境の変化等を考慮し、平成 29年度を初年度、平成 33年度

を目標年度とする５年間の計画とします。 

ただし、必要に応じて随時計画の見直しを行います。 

 

 平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

平成 

32 年度 

平成 

33 年度 

平成 

34 年度 

平成 

35 年度 

平成 

36 年度 

平成 

37 年度 

県 

第２期高知県地域福祉支援計画 

※４か年 

      

 

本市 

見直し 

第２次南国市地域福祉計画・ 

地域福祉活動計画 

※５か年 

    

    

 見直し （次期計画） 

第４次南国市総合計画 ※10か年 

前期基本計画 ※５か年 後期基本計画 ※５か年 

 

 

第５節 計画の策定体制 
 

本計画は、市民アンケート調査や、事業所・団体ヒアリング調査、パブリックコメント等を実

施し、市民や活動者の意見を広く聴収するとともに、『南国市地域福祉計画策定委員会』におい

て協議・検討を重ね、策定しました。 

 
□■市民参画の状況 

区  分 概    要 

市民アンケート（一般） 

市内在住の 20～64 歳の市民から 3,000 人を無作為抽出し、

地域の現状や生活課題、福祉に対する意識や要望を調査・把

握しました。 

市民アンケート（中学生） 

市内４校の中学校２年生全員を対象に、これからの本市を担

う世代の、本市に対する愛着度や福祉に対する意識を調査・

把握しました。 

事業所・団体ヒアリング 

市内の地域福祉に関連する 28 団体に対し、シートによる意識

調査を実施後、８団体の代表に対してヒアリングを実施しま

した。 

パブリックコメント 

平成 29年２月６日（月）～２月 28 日（火）の期間、計画の

素案を市ホームページ等で公表し、意見を募集しました。 

 
 

（次期計画） 

見直し 


